
ここでは、さまざまな数字から、私たちの環境保全活動をご覧いただければと思います。

今年はGRIのガイドライン、および環境省の「環境報告書ガイドライン」に基づき、

以下のパフォーマンス指標を採用しています。

1 物質の使用量については「t（トン）」を使用しています。

2 エネルギー表示については「J（ジュール）」を使用しました。なお、電力使用量など一部のデータに

ついては、理解しやすくするために「kWh（キロワット時）」を併記しました。「kWh」を「J」に換算す

るには、「エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則」に基づき、10,250（kJ／kWh）を係数に

しました。

3 温室効果ガスの表示には「t-CO2」を使用しています。電気の使用に伴うCO2排出量の換算には、電

源平均排出係数0.357（kgCO2/kWh）を使用しました。
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経済性パフォーマンス
http: //www.ntt.co.jp /kankyo /2001report /4/411.html

純資産�

営業収益�

企業情報

巻末DaTa

NTTグループの2000年度の営業収益は、11兆4,141億8,100万円でした。このうち、経常利益は、7,260億4,100

万円です。また、2000年度の設備投資は2兆6,658億円、研究開発費は4,060億円でした。詳細は以下の通りで

す。

日本電信電話株式会社の概要（2001年3月31日現在）
名称 日本電信電話株式会社（NTT） NIPPON TELEGRAPH AND TELEPHONE CORPORATION

所在地 〒100-8116 東京都千代田区大手町2丁目３番１号　　

設立年月日 1985年4月1日 資本金 9,379.5億円 社員数 3,314人 ホームページ　http://www.ntt.co.jp/

連結の概要（2001年３月31日現在）社員数　21万5,000人　会社数65社



NTTグループ構成
NTTグループは、NTT（持株会社）を核としてNTT東

日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、

NTTドコモ、NTTデータなどの事業会社によって、

多彩なサービスを提供しています。また、NTTコムウ

ェア、NTT-ME、NTTファシリティーズなどの会社

は、ソフトウェア、通信設備、電力設備、建物などを

はじめ、グループ全体の資源に対する保守などを行う

とともに、新たにその事業領域を拡大しています。

さらに各事業会社では、新たな事業の開拓に向けて積

極的に取り組んでいます。これらを支える研究開発に

は、NTT（持株会社）の進める基盤的R&D（研究開発）

と、各事業会社が進める応用的R&Dとがありま

す。持株会社にR&D部門を置くことは世界にも例を見

ませんが、今後、R&DがNTTグループの経営および事

業展開の原動力となり、また求心力にもなると考えて

います。

43

＊上記の事業会社は2001年3月現在の連結子会社です。�
　名称は2001年4月1日現在のものです。�
＊サイバーコミュニケーション総合研究所、情報流通基盤総合研究所、�
　先端技術総合研究所はNTT（持株会社）の組織です。�
＊（株）NTTドゥは（株）NTT-ME九州の子会社です。�
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NTTグループ連結対象会社



環境保全活動データ
本報告書の対象会社
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温暖化対策

廃棄物対策

NTT Group Environmental Protection Activity Report 2001 Part 4

温室効果ガス排出量の評価
従来はCO2排出量を主要
会社で算出していました
が、2000年度からは
CO2以外にも、京都議定
書で定められた温室効果
ガス、つまり、CH4（メ
タン）やN2O（一酸化二
窒素）、HFC（ハイドロフ
ルオロカーボン）、PFC
（パーフルオロカーボン）、
SF6（六フッ化硫黄）に
ついても排出量を把握す
ることとしました。
算定会社も、主要会社か
らNTTグループ会社に拡
大しました。排出量把握
に関しては、環境庁が
1999年８月に作成した
地方公共団体向けのガイ
ドラインを参考にして、
NTTグループ向けの算定
マニュアルを作成しまし
た。また、直接電力量等
が測定できない中小の事
業会社向けの簡易版も作
成し、算出できるように
しました。
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上段：リサイクル量

下段：廃棄量

上段：リサイクル量

下段：廃棄量



ターボ冷凍機台数･撤去数
特定フロンを使っている
ターボ冷凍機を減らしてい
ますが、1999年度には、
新たにNTTデータ、NTTコ
ムウェアの台数が加わった
ため、台数増となっていま
す。
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	NTT中面書体_041
	NTT中面書体_042
	NTT中面書体_043
	NTT中面書体_044
	NTT中面書体_045
	NTT中面書体_046
	NTT中面書体_047
	NTT中面書体_048

